
工事調査表－１　　積算内訳書（低入札価格調査通知日の翌日から２日以内及び工事完了後しゅん工届提出時に提出）

積算内訳書
工事名 令和５年度　県営農村地域防災減災事業　西塩田地区　沢山池管理通信設備工事

最終契約額
金額(a） 備考 金額(A) 備考 金額(Ｃ) 金額(B) 備考

機器単体費 95,559,000 108,030,000

　直接工事費 27,476,552 8,482,604

　共通仮設費 4,921,030 1,902,800

　現場管理費 10,726,000 3,913,000

　機器間接費 7,051,726 22,001,683

　一般管理費等 9,265,692 16,097,369

据付工事価格 59,441,000 50,870,000

工事価格計 155,000,000 158,900,000 158,900,000

消費税 15,500,000 15,890,000 15,890,000

工事費計 170,500,000 174,790,000 174,790,000

工種 単位
入札時 工事完成時

予定価格 当初入札額 最終実績額



工事調査表－２　　工事費内訳書（低入札価格調査通知日の翌日から２日以内及び工事完了後しゅん工届提出時に提出）

工事費内訳書
工事名 令和５年度　県営農村地域防災減災事業　西塩田地区　沢山池管理通信設備工事

最終契約額 (b)/(a)
数量 単位 金額 数量 単価（ａ） 金額(A) 金額(Ｃ) 数量 単価（ｂ） 金額(B)

機器単体費 1式 95,559,000 95,559,000 1式 108,030,000 108,030,000 1.13 施工内容変更のため
　沢山池管理所 1式 68,915,000 68,915,000 1式 65,801,000 65,801,000 0.95
　No,1警報装置 1式 12,217,000 12,217,000 1式 10,027,000 10,027,000 0.82 施工内容変更のため
　No,2警報装置 1式 7,753,000 7,753,000 1式 11,403,000 11,403,000 1.47 施工内容変更のため
　塩田平土地改良区 1式 6,390,000 6,390,000 1式 6,390,000 6,390,000 1.00
　手塚公民館 1式 284,000 284,000 1式 284,000 284,000 1.00
　上田市役所 1式 4,651,000 4,651,000 -
　沢山池操作室 1式 10,047,000 10,047,000 -
直接工事費 1式 27,476,552 27,476,552 1式 8,482,604 8,482,604 0.31 施工内容変更のため
  据付工    1式 26,554,652 26,554,652 1式 8,455,934 8,455,934 0.32 施工内容変更のため
    輸送費 1式 63,000 63,000 1式 63,000 63,000 1.00
    機器単体費据付 1式 2,649,301 2,649,301 1式 2,328,946 2,328,946 0.88 施工内容変更のため
    調整・総合調整 1式 2,373,346 2,373,346 1式 1,918,140 1,918,140 0.81 施工内容変更のため
    配線・配管・他工事 1式 15,257,420 15,257,420 1式 2,493,483 2,493,483 0.16 施工内容変更のため
    機械経費 1式 5,430,600 5,430,600 1式 289,380 289,380 0.05 施工内容変更のため
    既設機器撤去費 1式 358,400 358,400 1式 518,400 518,400 1.45 施工内容変更のため
    既設機器処分費 1式 272,000 272,000 1式 386,000 386,000 1.42 施工内容変更のため
    公衆ﾈｯﾄﾜｰｸ等 1式 150,585 150,585 1式 458,585 458,585 3.05 施工内容変更のため
  指定仮設工 1式 921,900 921,900 1式 26,670 26,670 0.03 施工内容変更のため
共通仮設費 4,921,030 1,902,800
現場管理費 10,726,000 3,913,000
機器間接費 7,051,726 22,001,683
一般管理費 9,265,692 16,097,369
据付工事価格 59,441,000 50,870,000
工事価格計 155,000,000 158,900,000 158,900,000
消費税等相当額 15,500,000 15,890,000 15,890,000
工事費計 170,500,000 174,790,000 174,790,000

工種
入札時

(b)/(a)が0.95～1.05を外れ
る場合その理由を記入

予定価格（竣工時に記載） 当初入札額 最終実績額



工事調査表ー３　　手持ち資材一覧（主要資材）　（低入札価格調査通知日の翌日から２日以内及び工事完了後しゅん工届提出時に提出）　

手持ち資材一覧（主要資材）
工事名 令和５年度　県営農村地域防災減災事業　西塩田地区　沢山池管理通信設備工事

単位 使用工種等 備　　　考

(市場単価を記入）

不足数量の
手当方法

品名 規格・型式

入札時 工事完成時（実績）

手持ち数量 単価
本工事での
使用予定量

不足数量の
手当方法

手持ち数量 単価
本工事で
の使用量

該当なし



工事調査表ー４　　資材購入先一覧（主要資材）　（低入札価格調査通知日の翌日から２日以内及び工事完了後しゅん工届提出時に提出）　

資材購入先一覧（主要資材）
工事名 令和５年度　県営農村地域防災減災事業　西塩田地区　沢山池管理通信設備工事

単位 備　　　考

業者名 所在地
入札者との

関係
業者名 所在地

入札者との
関係

(市場単価を記入）

機器単体費
内訳は「別紙
1-3」による

式 1 95,559
NECﾌﾟﾗｯﾄ

ﾌｫｰﾑｽﾞ（株）

埼玉県さいたま
市大宮区桜木

町1-10-6
機器購入先 式 109,430

NECﾌﾟﾗｯﾄ
ﾌｫｰﾑｽﾞ（株）

神奈川県
川崎市中
原区下沼
部1753

機器購入先

工種種別 品名規格

入札時 工事完成時（実績）

数量
単価

（千円）

購入先名

数量 単価

購入先名



工事調査表－５　　手持ち機械一覧（主要機械）　（低入札価格調査通知日の翌日から２日以内およびしゅん工届提出時に提出）　

手持ち機械一覧（主要機械）
工事名 令和５年度　県営農村地域防災減災事業　西塩田地区　沢山池管理通信設備工事

数量 単価 メーカー名 現在の利用状況 数量 単価 メーカー名
備考機械名称 規格・型式・能力・年式 単位

入札時 工事完成時

該当なし



工事調査表ー６　　従事者の確保計画（低入札価格調査通知日の翌日から２日以内およびしゅん工届提出時に提出）

従事者の確保計画
工事名 令和５年度　県営農村地域防災減災事業　西塩田地区　沢山池管理通信設備工事

（株）ハルネット通信
36,225 24.32 協力会社 36,225 24.32 協力会社 1.00

（株）ハルネット通信
24,360 59.72 協力会社 24,360 54.72 協力会社 1.00

（株）ハルネット通信
25,620 7.75 協力会社 25,620 7.75 協力会社 1.00

（株）ハルネット通信
22,995 5 協力会社 22,995 5 協力会社 1.00

NECﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ（株）
36,225 24.03 機器提供会社 36,225 20 機器提供会社 1.00

NECﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ（株）
24,360 4.03 機器提供会社 24,360 49 機器提供会社 1.00

NECﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ（株）
36,225 26.00 機器提供会社

NECﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ（株）
24,360 19.00 機器提供会社

（株）ハルネット通信
25,620 469.28 協力会社 25,620 341.28 協力会社 1.00

（株）ハルネット通信
22,995 3.40 協力会社

36,225 399 機器提供会社
優環（有）

61,250 8 取引会社
（株）ハルネット通信

24,360 12.50 協力会社 38,400 1 協力会社 1.58
（株）ハルネット通信

25,620 9.69 協力会社 28,800 1 協力会社 1.12
（株）ハルネット通信 本件の特記仕様書の特殊単価を

22,995 7.12 協力会社 16,000 14 協力会社 0.70 採用したため

9,600 7 協力会社

（株）ハルネット通信

（株）ハルネット通信

機器撤去 特殊単価
（株）ハルネット通信

（株）ハルネット通信

（株）ハルネット通信

（株）ハルネット通信

（株）ハルネット通信

NECﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ（株）

NECﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ（株）

NECﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ（株）

試験・総合調整 電気通信技術者

(B)/(A)

(B)/(A)　＜１の場合
その理由を必ず記入　　　　　　　　（＊
下請けへのしわ寄せと判断された場合は、工

事成績が減点されます）

単価
(A）

員数
下請け会社名

下請け会社との関係
等

単価
(B)

員数
下請け会社名

下請け会社との関係
等

入札時 工事完成時

（株）ハルネット通信

（株）ハルネット通信

機器据付 電気通信技術者

機器据付 電気通信技術員

工種 職種

機器据付 電工

機器据付 普通作業員

試験・総合調整 電気通信技術員

試験・総合調整 電工

試験・総合調整 普通作業員

 配線・配管・その他工事 電工

普通作業員 配線・配管・その他工事

 配線・配管・その他工事 電気通信技術者

 配線・配管・その他工事 特殊単価

機器撤去 普通作業員

機器撤去 電気通信技術員

機器撤去 電工



工事調査表－７　　工種別従事者配置計画（低入札価格調査通知日の翌日から２日以内及び工事完了後しゅん工届提出時に提出　）

工種別従事者配置計画
工事名 令和５年度　県営農村地域防災減災事業　西塩田地区　沢山池管理通信設備工事

電気通信
技術者

電気通信
技術員

電工
普通

作業員
電気通信
技術者

電気通信
技術員

電工
普通

作業員
その
他

機器据付 24.32 59.72 7.75 5.00 96.79 24.32 54.72 7.75 5 91.79 0.948 効率的に作業を行ったため
試験・総合調整 24.03 4.03 26 19.00 73.06 20 49 69 0.944 効率的に作業を行ったため
配線・配管・その他工事 469.28 3.40 472.68 399 341.3 8 748.3 1.583
機器撤去 12.5 9.69 7.12 29.31 1 1 14 7 23 0.785 効率的に作業を行ったため

合計 48.35 76.25 512.72 34.5 671.84 443.32 104.72 350 27 932.1 1.387

工　種 種別

入札時 工事完成時

(B)/(A)

(B)/(A)　＜１の場合
その理由を必ず記入

（＊下請けへのしわ寄せと判断され
た場合は、工事成績が減点されま

す）

配置予定人数
計
(A)

配置予定人数
計
(B)



工事調査表－８　　建設副産物の搬出処理（低入札価格調査通知日の翌日から２日以内及び工事完了後しゅん工届提出時に提出）

建設副産物の搬出処理
工事名 令和５年度　県営農村地域防災減災事業　西塩田地区　沢山池管理通信設備工事

数量 数量 備考

（基) 委託先
委託金額
（単価：円）

予定箇所
受入価格
（単価：円）

（基) 委託先
委託金額
（単価）

受入箇所
受入価格
（単価）

（処理方法）

パソコン等
沢山池管理所①

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 破砕処理

関連機器
沢山池管理所②

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 破砕処理

パソコン等
沢山池管理所③

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 破砕処理

プリンタ等
沢山池管理所④

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 破砕処理

操作卓
沢山池管理所⑤

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 11,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 11,000 破砕処理

情報表示盤
沢山池管理所⑥

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 破砕処理

蓄電池設備
沢山池管理所⑦

1 ミヤマ（株） 2,000 ミヤマ（株） 14,000 1 ミヤマ（株） 2,000 ミヤマ（株） 14,000
中和処理
破砕処理

制御監視装置
沢山池管理所⑧

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 11,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 11,000 破砕処理

入出力装置
沢山池管理所⑨

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 11,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 11,000 破砕処理

気象観測装置
沢山池管理所⑩

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 破砕処理

直流電源装置
沢山池管理所⑪

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 9,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 9,000 破砕処理

回転灯制御盤
沢山池管理所⑫

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 破砕処理

ｻｲﾚﾝ制御盤
沢山池管理所⑬

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 破砕処理

ｻｲﾚﾝ装置
沢山池管理所⑭

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 9,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 9,000 破砕処理

ｽﾋﾟｰｶｰ装置
沢山池管理所⑮

8 直富商事（株） 12,000 直富商事（株） 76,000 8 直富商事（株） 12,000 直富商事（株） 76,000 破砕処理

回転灯
沢山池管理所⑯

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 9,000 1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 9,000 破砕処理

耐雷変圧器
No,2警報局

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 14,000 破砕処理

直流電源装置
No,2警報局

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 9,000 破砕処理

警報装置
No,2警報局

1 直富商事（株） 3,000 直富商事（株） 10,000 破砕処理

回転灯制御盤
No,2警報局

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 9,000 破砕処理

サイレン制御盤
No,2警報局

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 10,000 破砕処理

スピーカ
No,2警報局

4 直富商事（株） 8,000 直富商事（株） 36,000 破砕処理

サイレン
No,2警報局

1 直富商事（株） 2,000 直富商事（株） 9,000 破砕処理

建設副産物
の名称

入札時 工事完成時
収集運搬 受け入れ先（処分） 収集運搬 受け入れ先（処分）



工事調査表－９　　配置予定技術者名簿（低入札価格調査通知日の翌日から２日以内及び工事完了後しゅん工届提出時に提出）

配置予定技術者名簿
工事名 令和５年度　県営農村地域防災減災事業　西塩田地区　沢山池管理通信設備工事

区分 氏名 資格 取得年月日
免許番号
交付番号

配置区分 区分 氏名 資格 取得年月日
免許番号
交付番号

配置区分

主任技術者 小玉　伸吾 実務経験 専任 主任技術者 小玉　伸吾 実務経験 専任
現場代理人 小玉　伸吾 現場代理人 小玉　伸吾 同上
追加技術者 森山  翔哉 実務経験 非専任 追加技術者 市河　敏秀 監理技術者 令和2年9月17日 第00011445672 専任

＊「公共工事における低価格入札に対する措置」による主任技術者の専任配置又は主任（監理）技術者と同等の資格者を専任で別途配置する技術者も記載する
＊記載した技術者が必要な資格を有することを証明する書面の写しを添付する。
＊調査対象者との雇用関係を確認するため健康保険証の写し等を添付する。

入札時 工事完成時（実績）
備考



工事調査様式ー２（黒字・赤字ともに記入、しゅん工届提出時に提出）　赤字の理由（赤字の場合）　

最終実績額（Ｂ）（工事費計）←調査表１ 158,900,000
最終契約額（Ｃ）（工事費計）←調査表１ 158,900,000
落札率（A/a）←調査表１ %
最終実績率（B/C）←調査表１ 100.00%
合計額が、　B/C＞１．０　（赤字）の場合記入する

赤字の理由

各様式共通
　　　　　１．

　　　　　２．

　　　　　３． 158,900,000

　　　　　４．

工事調査様式２ 赤字となった原因
　　　　　１．当該工事で赤字となった理由を、労務費、手持ち工事の状況、手持ち資材の状況、手持ち機械の状況等の面から記載する。
　　　　　２．

調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び工事完
了後しゅん工届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類を提出しなければならない。
提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要
な添付書類を提出するよう教示をした場合は、この限りでない。
各様式に記載した内容を立証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、受注者が必要と認める添付書類を提出することが
できる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記するものとする。）
調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データ（工事調査様式１～２、工事調査表１～８）により協議し、発
注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

２．直接工事費、共通仮設費、現場管理費又は一般管理費等の各費目別に、自社が入札した価格で施工可能な理由を具体的に記載す
るとともに、各理由ごとに、その根拠となるべき以下の様式の番号を付記する（以下の様式によっては自社が入札した価格で施工可
能な理由が計数的に証明されない場合は、本様式又は添付書類において計数的説明を行うものとする。）


